
　社会資本総合整備計画 社会資本整備総合交付金             令和06年03月01日

計画の名称 備後圏域連携中枢都市圏における広域的な産業物流活性化計画

計画の期間   平成２９年度 ～   令和０３年度 (5年間) 重点配分対象の該当

交付対象 広島県

計画の目標 　備後後圏域連携中枢都市圏は，中国地方全体の経済成長をけん引し，住民が安心して豊かな暮らしを営むことを目的に平成２７年に連携協定を締結し，福山市を連携中枢都市とした６市２町（広島県三原市・尾道市・福山市・府中市・世羅町・

神石高原町・岡山県笠岡市・井原市）から形成される，県境を越えた都市圏である。

　本都市圏は，空の玄関口である広島空港のほか，重点港湾の福山港や重要港湾の尾道糸崎港等の国際物流拠点を有し，圏域の大部分が備後地区工業特別整備地域にも指定されていたことから，臨海部では鉄鋼や造船など重工業が，内陸部では繊維

業や木工業が成長し，瀬戸内海地域における中核的な工業拠点として発展してきた。それに伴い，農業・工業技術系の試験研究機関を始め，大学研究機関など，幅広い分野における産業支援拠点が確立された。また，平成26年度の中国横断自動車

道尾道松江線の全線開通により，山陽自動車道や西瀬戸自動車道とつながる高速道路ネットワークが形成されたことや，更に高速道路網を補完する地域高規格道路の整備が，現在，国において進められており，国道2号玉島・笠岡道路及び笠岡バイ

パスが完成すれば，笠岡東IC（仮称）や笠岡西IC（仮称）の利用により，この地域の経済をけん引する産業拠点へのアクセスが大幅に改善されることから，圏域の経済活動は，今後も更なる発展が期待される。（以下，備考欄）

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）               7,115  Ａ               7,115  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

H25 H31末 H33末

   1 【広島県・岡山県　共通目標】備後圏域連携中枢都市圏における製造品出荷額を32,600億円以上とする。

【広島県・岡山県　共通目標】　計画最終年次の備後圏域連携中枢都市圏における製造品出荷額を基準値より増加させる。 32600億円 32600億円 32600億円

工業統計調査ベース

   2 【広島県　独自目標】備後圏域連携中枢都市圏（広島県内）における製造業従事者数を69,877人以上とする。

【広島県　独自目標】　計画最終年次の備後圏域連携中枢都市圏（広島県内）における製造業従事者数を基準値より増加させる。 69877人 69877人 69877人

工業統計調査ベース

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む 〇 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む － 避難確保計画の策定 避難行動要支援者名簿の提供

　これらの圏域の強みを活かしながら，年間粗鋼生産量が全国第１位を誇る鉄鋼業や欧米市場から高い評価を受けている繊維業等，世界有数の工業製品に関する広域的な事業活動を支援するために，物流結節点と産業集積地及び産業集積地相互のアクセス性を高

める基盤整備を推進し，物流の効率化を図り，国際競争力を向上させる。・H29まで重点事業で実施

1 案件番号： 



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

広域連携事業 A11-001 道路 一般 広島県 直接 広島県 国道 改築 （国）１８５号　能地Ｂ

Ｐ工区

バイパス　L=0.7km 三原市  ■  ■  ■  ■  ■         600 －

A11-002 道路 一般 広島県 直接 広島県 国道 改築 （国）３１７号　青影Ｂ

Ｐ工区

バイパス　L=1.1km 尾道市  ■  ■  ■  ■  ■       3,282 －

A11-003 道路 一般 広島県 直接 広島県 国道 改築 （国）４８６号　貝ヶ原

工区

バイパス　L=1.3km 尾道市  ■  ■  ■  ■  ■         533 －

A11-004 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

改築 （主）東広島本郷忠海線

　下北方工区

バイパス　L=0.2km 三原市  ■  ■         160 －

A11-005 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

改築 （主）芳井油木線　上豊

松工区

バイパス　L=1.2km 神石高原町  ■  ■  ■  ■  ■         735 －

A11-006 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

改築 （主）吉舎油木線　長者

原工区

現道拡幅　L=0.8km 神石高原町  ■  ■  ■  ■  ■         700 －

1 案件番号： 



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

広域連携事業 A11-007 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

改築 （一）尾道新市線　梶山

田工区

バイパス　L=1.8km 尾道市  ■  ■  ■  ■  ■         900 －

A11-008 道路 一般 広島県 直接 広島県 国道 修繕 （国）１８２号　明神町

工区

舗装修繕　L=0.4km 福山市  ■          20 －

A11-009 道路 一般 広島県 直接 広島県 国道 修繕 （国）１８２号　坂瀬川

工区

舗装修繕　L=0.4km 神石高原町  ■          25 －

A11-010 道路 一般 広島県 直接 広島県 国道 修繕 （国）１８２号　下伊関

工区

舗装修繕　L=0.4km 神石高原町  ■          15 －

A11-011 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

修繕 （主）府中松永線　小原

工区

舗装修繕　L=0.2km 尾道市  ■          34 －

A11-012 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

修繕 （主）吉舎油木線　上工

区

舗装修繕　L=0.5km 神石高原町  ■          15 －

2 案件番号： 



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

広域連携事業 A11-013 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

修繕 （一）福山港線　手城工

区

舗装修繕　L=0.6km 福山市  ■          40 －

A11-014 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

修繕 （一）尾道新市線　木之

庄工区

舗装修繕　L=0.8km 尾道市  ■          41 －

A11-015 道路 一般 広島県 直接 広島県 都道府

県道

修繕 （一）布賀油木線　上豊

松工区

舗装修繕　L=0.5km 神石高原町  ■          15 －

 小計       7,115

合計       7,115

3 案件番号： 



交付金の執行状況

        （単位：百万円）

H29 H30 H31 R02 R03

配分額 (a)                     286                     437                     435                     309                     288

計画別流用増△減額 (b)                       0                       0                       0                       0                       0

交付額 (c=a+b)                     286                     437                     435                     309                     288

前年度からの繰越額 (d)                       0                       0                     152                     217                     359

支払済額 (e)                     171                     285                     370                     167                     486

翌年度繰越額 (f)                     115                     152                     217                     359                     161

うち未契約繰越額(g)                       0                      41                     145                     180                      83

不用額 (h = c+d-e-f)                       0                       0                       0                       0                       0

未契約繰越率+不用率 (i = (g+h)/(c+d))％                       0                    9.38                    24.7                   34.22                   12.82

未契約繰越率+不用率が10％を超えている場

合その理由

労働者不足による工期の調

整等

入札不調による調整等 入札不調による調整等

1 案件番号： 


